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「女性福祉」の構築 に向けての一考 察
　　― 「女性福祉」の必要性と意義―

佐 藤 恵子1)

  A study to 
—The necessity and

establish "Women's welfare" 

 significance of "Women's welfare"- 

keiko Sato 1)

Abstract 

In this paper, I consider the necessity and significance of establishing "women's welfare" as a field of social 

welfare. 

There are already some support programs for women's problems in social welfare. However, they are so partial, 

temporary and restrictive that they are not sufficient to solve women's problems completely. 

Moreover, the present systems of social welfare as a whole are premised on the gender division of labor. It is well 

known, that the gender division of labor is censured as the main cause of women's problems. For that reason, 

social welfare cannot solve women's problems as it is. On the contrary, there is a strong possibility that social 

welfare continues to reproduce women's problems. 

In the present situation regarding women's problems in social welfare, I suggest that we establish "women's 

welfare" as the field in which we have a try to solve women's problems in the following two ways. 1 

Consultation/support activity on the basis of gender for individual concrete women's problems. 2

Checking/restructuring of the whole system of social welfare from the viewpoint of gender. 

(J.Aomori Univ.Health Welf.4 (1) :51 -58, 2002)
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はじめに

1.女 性問題と社会福祉の接近

　女性問題 と社会福祉の関係 は、林千代が再三指摘 して

いるようにこれまでどちらか といえば疎遠であった1)。

社会福祉 における女性問題への関心 と位置づけは弱 く、

同時に女性問題解決をめざす女性学 においても社会福祉

で対応 している女性問題に対する関心や取 り組みは低調

であった。 しか し、1990年 代後半以降、女性問題 と社会

福祉は急速に接近 し連携 を強めてきている。現在では、

女性問題解決の取 り組みにおいても社会福祉の政策や制

度に対する期待や要望が強まり、それに呼応 して社会福

祉 において も女性問題への対応の必要性が認識され、女

性問題が社会福祉の重要な課題 として位置づけられるよ

うになってきている。そ して女性問題に焦点をあてた研

究や実践が意欲的に進められ、次々に新 しい論稿 や著作

が発表されている。

　私は、 これまで女性学の立場か ら女性問題に取 り組ん

できた者 として、 このような女性問題 と社会福祉の接近

を大いに歓迎するとともに、今後両者が真に連携するこ

とがで きれば、女性問題の根本的解決 に大 きく貢献する

ものと確信 している。女性問題が根本的に解決 された社

会とは、すべての人が個人 として尊重 され、性別や年齢、

障害の有無などによって差別されることなく、自分の意

思と選択に基づいて自由に生きることがで きる真の男女

平等社会であ り、それは女性問題解決がめざす 「男女共
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同参画社会」であると同時に、社会福祉がめざす 「福祉

社会」でもある。

2.社 会福祉における女性問題への2つ のアプローチ

先にも指摘 したように、社会福祉 と女性問題に関する

論稿 は年々増 えてきてお り、様々な試みや問題提起が行

われている。その中で体系化をめざして継続的に取 り組

まれているアプローチとしては、大 きく2つ の立場がみ

られる。ひとつは、林千代 を中心 とする婦人保護事業の

再構築をめ ざす取 り組みであ り、他方は杉本貴代栄 を中

心 とするジェンダーの視点による社会福祉総体 の見直 し

をめざす取 り組みである。前者の立場は、社会福祉の中

に女性問題に対応する 「女性福祉」 とい う独 自の分野な

い し領域 を確立することをめざす ものである。この立場

を代表する林は、長 く婦人保護および母子福祉研究にた

ずさわって きた研究者であるが、すでに1980年 代か ら、

社会福祉 における事実上の女性問題への対応領域である

婦 人保護事業の位置づけが弱 いことに異議 を唱えてい

た。そして若手研究者と共に 「婦人福祉研究会(現 在は

女性福祉研究会に改称)」 を結成 し、婦人保護事業 を女性

の人権保障を目的とする 「女性福祉」 として再構築 し、

社会福祉の主要な一分野 として位置づけるべ きことを主

張 している2)。これに対 して、後者では、社会福祉の中

にフェミニズムないしジェンダーの視点 を導入すること

によって、これまでの社会福祉のあ り方全体 を見直 し再

構築 をめざそうとするものである。

3.「 女性福祉」分野の特立の提起

　現在のところ、これら2つ のアプローチは互いに連携

することなく別々の方向を歩んでいるように思われる。

私は、これ まで女性問題 に取 り組んできた立場か ら、こ

れ らのアプローチを統合 して、第三のアプローチ ともい

うべ き立場、すなわち社会福祉の一分野 として新たに「女

性福祉」 を特立することを提起 したい。これからの社会

福祉を真 に女性問題の解決につながるものに再構築 して

い くためには、ジェンダーの視点から社会福祉 を見直す

作業 とともに、個別具体的な女性問題に対する総合的か

つ専門的な相談 ・援助活動の両方がともに必要であ り、

両者を統合 して相互関連的に同時並行で進めてい くため

の拠点 として 「女性福祉」 という専門領域ない し分野 を

特立する必要があると考えるか らである。

4.使 用する用語 について

　本論 に入る前 に、使用する主要な用語の意味ない し定

義について明確 にしてお きたい。

① 「女性問題」 とは、女性差別的な社会システムが原因

で女性が直面する困難な状況のことをいう。女性問題 は、

個 々の女性自身の能力や努力が足 りないこと(本 人の責

任)が 原因ではな く、それ以前の女性である(た またま

男性ではな く、女性 に生まれた)こ とによって、いやお

うなく背負わされて しまう問題である。

　 「女性問題の視点」とは、個々の女性が直面する個別具

体的な問題 を、個々の女性の個人的な問題 として捉える

のではな く、女性差別的な社会システムが原因で生 じて

いる問題 として捉え、解決をめざす立場に立つことを意

味する。

② 「女性差別」については様々な定義がみられるが、こ

こでは「女性が、女性であるという理由で、男性より劣っ

たもの とみなされたり、下の地位 におかれた り、生 き方

や行動の自由を制限 ・束縛された りなど、様々な面で不

利益 な扱い を受 け、人 間としての尊厳 を損 なわれるこ

と。」 と定義する。

③ 「フェミニズム」については、天野正子(『新社会学辞

典』1993有 斐閣)の 定義 を用いる。すなわち、「女性の性

別に起因する政治的 ・経済的 ・社会的 ・心理的、その他

あ らゆる形態の差別や不平等 に反対 し、その撤廃 をめざ

す思想 と運動の総称」である。

④ 「ジェンダー」に関 しては、次々に新 しい概念規定や

見解が提示されてきてお り、現在 も確定 していない。こ

こでは、最 も一般的な用法である 「男女の性差のうち、

社会的文化的に形成 された違いを指す言葉」であり、い

わゆる男 らしさ、女 らしさといわれる社会通念お よび男

女の性差に関する意識全般を指す言葉 として用いる。

　ただ し、ここで使用する 「ジェンダーの視点」 とは、

フェ ミニズムの視点 と同義であり、過去および現在の社

会が、女性差別社会であるという基本的認識に基づいて、

様々な社会的事象を検証 し、差別の解消をめざす立場に

立つことを意味する。

⑤ 「女性政策」については、天野(前 掲 『新社会学辞典』〉

の定義の うち、狭義の定義を用いる。すなわち 「1975年

の国際婦人年以降、性差別の廃止 と男女の共同参加型社

会の創設をめざして国連、国、地方公共団体等が行って

きた、女性問題 に関する総合的な施策とその基本方針を

さす。」

　 1999年6月 の 「男女共同参画社会基本法」の制定を契

機に、女性政策から男女共同参画政策へ と呼び変える傾

向が強まっている。両者の意味 ・内容 については、女性

対象から男女両性 を対象 とする政策へ と発展的に捉える

ことがで きるが、その一方で、本来の政策目的である女

性差別の撤廃や男女平等の実現 という視点が曖昧になり

がちであることにも注意が必要である。

Ⅱ　 ジェンダーの視点による社会福祉の再構築
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(2)社 会福祉の制度や事業の中の女性差別

　現行の社会福祉の制度や事業の中にみ られる女性差別

やジェンダーについても、次々に実態が明らかにされて

いる。『社会福祉の中のジェンダー』(1999、 杉本編)に

は、福祉事務所、婦人相談所、母子生活支援施設(母 子

寮)、児童養護施 設、保育所、特別養護老人ホームなどの

公的機関をはじめ女性相談事業や民間シェルター、フェ

ミニス ト・カウンセ リングなど草の根グループや民間組

織、さらには 「ライフ ・ネットワーク」などの当事者運

動まで、広範な社会福祉の現場にみられる様 々な女性差

別やジェンダーの実態が、現場担当者あるいは実践者な

らではの具体性 と説得力 を持って報告されている。

　なかで も須藤八千代は、福祉事務所のケースワーカー

として様々な業務に携わってきた長年の経験 に基づい

て、いかに現行の社会福祉制度が女性差別的性格 を強 く

持っているかを鋭 く告発 している。福祉事務所において

は、「女性は、母親としての役割を果たすことを条件に、保

護や援助の対象 とな り、母である女性 とい う観点から指

導や助言や給付がなされている5)」のが現状であり、「母

性」 にもとづいた生 き方をす ることが、女性の 「更生」

であ り、「自立助長」であ り、「回復」であるという考え

方が支配的であること。障害者福祉においても、障害の

ある子 どもを生んだ母親は、その責任 をとって一生を自

立できない子 どもの母親 として生 きるように社会福祉

サービスがつ くられていること。高齢者福祉 においても、

福祉事務所が提供するサービスは、あ くまでも介護をす

る妻や嫁、娘がいてその隙間を埋める程度の内容である

こと。など社会福祉制度のほとんどが、「女性 は、妻 とし

て母親 としてあるいは嫁 として家族のために生きるのが

望ましい」 とする性別役割分業意識 とジェンダーを前提

に作 られ運用 されていることを指摘 している。

(3)社 会福祉が内包するジェンダー規範の解明

　以上のような、社会福祉の制度や事業が持つ女性差別

やジェンダーの実態が明らかにされるなかで、社会福祉

自体が持つジェンダー規範(ジ ェンダー ・エシックス)

の解明に向けての取 り組み も進められている。『社会福祉

とジェンダー・エシックス」(2000、 杉本編)で は、社会

福祉 と女性のかかわりを一定の方向に規定 している道徳

や価値観 として 「母性」イデオロギー、「家族」イデオロ

ギー、「ケア規範」などを俎上にのせ、それぞれの専門分

野の研究者が鋭い批判的分析を行 っている。6)

3.社 会福祉にジェンダーの視点を導入する意義

　社会福祉にジェンダーの視点を導入する意義について

は、すでに明らかだと思われるが、あらためて言えば、

社会福祉の中に存在する女性差別を明 らかにし、その改

1.社 会福祉の中の女性差別への着目

　 日本において最も早い時期に、フェミニズムの視点で

社会福祉 に対する問題提起を行ったのは、井上摩耶子で

あろう。井上は、「社会福祉の現場 にかかわってきた女性

福祉労働者であれば誰でも、社会福祉の実践や理論が、

フェミニズムの観点から把えかえされる必要があると直

感 して きたにちがいない。3）」 という衝撃的な一節か ら

始 まる論文において、社会福祉実践や理論が長 らく女性

領域 に閉 じ込められ、「女性の職業」「女の学問」 として

低 く扱われてきたこと、お よび福祉対象者(女 性)や 女

性福祉労働者 に対する差別的対応が著 しいことなど社会

福祉に内在するセクシズム(性 差別主義)を 鋭 く批判 した。

　 1990年 代に入 り、杉本貴代栄を中心 に本格的にフェミ

ニズムの視点に基づいた研究や実践が開始され、現在 は、

ジェンダーの視点による社会福祉の見直 し作業が進行中

である。杉本は、1970年 代から80年代 に至る約10年 間を

フェミニズムの本場であるアメリカで過ごし、女性学 を

学んだ。帰国後 日本 においても、社会福祉の分野にジェ

ンダーの視点 を導入す る必要性 を痛感 し、1990年 代 に

入って相次いで フェミニズムと社会福祉に関する著作 を

発表 し、ジェンダーの視点 による社会福祉総体の見直 し

と再構築 を強力に呼びかけた。これを受けて、社会福祉

の現場担当者や若手研究者 を中心 に気運が高 まり、現在

主に①社会福祉の中の女性差別の告発、解明。②社会福

祉実践 におけるフェミニス ト・ソーシャルワークの取 り

入れ。③ジェンダーの視点による社会福祉政策の再検討。

という主に3つ の面での取 り組みが進められている。

　 これらの取 り組みは、ようや く始まったばか りである

が、最 も進んでいると思われる①の取 り組みについて、

現状 と成果を以下に簡単 にまとめてお こう。

2.社 会福祉の中の女性差別の告発、解明

(1)社 会福祉の学問 ・研究、労働 ・職業の中の女性差別

　 まず、社会福祉の学問 ・研究や社会福祉の労働 ・職業

における女性差別の実態について、 これまでのところ以

下のような諸点が明らかにされている。①社会福祉の団

体や学会、研究誌などにおける女性問題 ないしフェミニ

ズムの取 り入れは、徐々に進んではいるが、まだごくわ

ずかであること。②社会福祉学研究における女性研究者

の割合は少な く、しかも概ね男性 よりも研究条件が劣る

環境の中で、男性研究者より下の職階で、中心的でない

領域 を研究対象にしていること。③社会福祉従事者には、

全体的に女性が多い。とくに、直接介護や世話にあたる

介護福祉士やヘルパー、保育士 などの職種には圧倒的に

女性が多い。ただし、社会福祉行政職員や施設長などの

管理職には男性が多 く、地位や待遇面で女性の方が不利

な立場におかれていること4)。などである。



善を働 きかけることによって女性問題解決につながる社

会福祉への転換 をはかることである。

　社会福祉が これまでジェンダーの視点を持たなかった

ということは、社会福祉が性別に中立であったことを意

味するわけではな く、現在の社会が女性差別社会である

ことに無自覚なままそれを容認 してきたことにほかなら

ない。実際のところ、これまでの社会福祉は、女性問題

の原因として糾弾されている性別役割分業 とその根拠 と

してのジェンダーを暗黙の了解事項として成立 してきた

といってよい。そのことを最 もよく表 しているのが、社

会福祉の担い手である社会福祉従事者にも、他方の社会

福祉の利用者(対 象者)に も圧倒的に女性が多い という

事実である。社会福祉の実際の担い手に女性が多いのは、

「子供や高齢者、障害者の世話をするのは女性の役割」

とする性別役割分業に由来するのは明白である。一方の、

社会福祉の利用者に女性が多いのも、例えば、生活保護

の利用 についていえば、性別役割分業によって、夫に扶

養される立場に置かれた女性が、離婚や死別によって経

済的基盤である夫 を失 うことによってたちまち貧困に

陥ってしまう現実を示す ものである。また、保育所や子

育て相談の利用者が圧倒的に女性であるの も、子育ての

責任 と負担が女性 にのみ負わされていることによる。

　 このように、これまでの社会福祉は、性別役割分業 と

密接に関わってお り、性別役割分業によって生み出され

た問題 を、性別役割分業によって後始末するという堂々

巡 りの状況を繰 り返 してきた。そして、結果的に性別役

割分業を補完 し、維持・再生産する役割を果た してきた。

このことが、これまで社会福祉が、性別役割分業および

ジェンダーの変更 をめざす女性問題解決の取 り組みと、

真 に連携す ることができなかった最大の理由であると考

えられる。

　 ジェンダーの視点を導入するということは、性別役割

分業およびジェンダーを前提にすることをやめ、性別に

かかわ らず誰もが個人として自由に自分の生き方を決め

ることができる真の男女平等社会(ジ ェンダー ・フリー

な社会)を 想定 して、すべての人が必要な時に必要な支

援 を受けることができるような社会福祉に変革 してい く

ことを意味 している。それは、女性問題の解決をめざす

取 り組み と軌を一にするものであ り、まさに女性問題の

解決につながる社会福祉 を実現するための取 り組みと言

うことができるのである。

Ⅲ　女性問題に対応する専門分野の必要性

　前項で論 じたように、ジェンダーの視点による社会福

祉の見直 し ・再構築は、女性問題の根本的な解決につな

がる重要な取 り組みである。 しかし、女性問題への社会
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福祉のかかわ りはそれだけで十分 とはいえない。実際に

日々生 じている個別具体的な女性問題 に直接対応 してい

く社会福祉実践が不可欠であ り、そのためには社会福祉

の中に女性問題 を包括的に捉えて、専門的に対応する部

門ない し領域が必要であると考える。

1.山 積 ・続出する女性問題への対応

　 日本における女性問題解決の取 り組みはすでに4半 世

紀を経過 し、多 くの成果 をあげてきている。とくにここ

数年の女性政策の進展はめざましく、いよいよ社会の仕

組みや制度の改変に着手 されてきている。このような中

で女性問題が根本的に解決されることが期待 されるが、

しか し、現実の社会を見れば、依然 として女性であると

いう理由で直面する女性問題は山積 している。 しか も女

性問題への取 り組みが進む中で、 これまで潜在化 してい

た問題が、次々に新たな女性問題 として顕在化 して きて

お り、その結果解決すべ き女性問題はむ しろ増えている

といって もよいのが実情である。例えば、働 く女性の状

況は一層厳 しさを増 している し、子育てに専念 している

母親たちの状況 も一向に改善されず、幼児虐待の増加に

危機感が募っている。増加する離婚母子家庭の貧困も深

刻化 している。老親介護の問題にも多 くの女性が直面 し、

苦悩 している。 これらの既存の問題に加 えて、ここ数年

の間に大きくクローズアップされて きた 「女性に対する

暴力」お よび「性 と生殖 に関わる問題(セ クシュアリティ、

リプロダクティブ ・ヘルス/ラ イツ)」 がある。このよ

うに山積、続出する女性問題への対応は、もちろん社会

福祉 だけの課題ではないが、社会福祉が対応すべ き、対

応が求められている課題 も多い。

2.現 行の法 ・制度、事業の限界と問題点

　 この ように、女性問題 はます ます深刻化 し、社会福祉

の現場に寄せられる問題 も増加 しているのだが、現在の

社会福祉においてはこれらの女性問題を包括的に捉えて

対応する法 ・制度がな く、施策 も体系化されていない。

そのためこれまでは、主に婦人保護事業 と母子福祉事業

の現場担当者の熱意 と努力で、児童福祉をは じめ老人福

祉などの制度や事業を状況に応 じて援用するという形で

対応 してきている。 しか し、実際に持ち込 まれる問題は、

広範で複雑多岐にわたり、 しかも当事者の女性の年齢や

抱えている事情 も多様であるため、現行の法律や制度か

らこぼれ落ちて しまい、本当に必要とする支援 を提供で

きない というケースが多数み られる。こうした状況につ

いては、 日々女性たちからの相談に応 じている婦人相談

員や母子相談員などから、現行の縦割 りの福祉制度や事

業の限界ない し問題点 として以前から繰 り返 し指摘され

ている。
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た婦人保護事業は、これを契機に社会福祉における女性

問題への専門的対応機関ない し事業として再構築 される

ことが求められている。始めに紹介 した林 らの主張は、

このような社会的動向 とも合致するもの といえる。

(2)リ プロダクティブ ・ヘルス/ラ イツへの対応

　他方、「リプロダクティブ ・ヘルス/ラ イツ(性 と生

殖に関する健康 と権利)」 とは、「性 と生殖にかかわるあ

らゆる事柄についての健康(身 体的、精神的、社会的に

完全に良好な状態であること)と 権利 をいい、健康が保

障され、いつ何人子 どもを産むか産まないかを選ぶ自由、

安全で満足のい く性生活、安全な妊娠 ・出産、子 どもが

健康に産まれ育つこと」 という幅広い内容 を含む概念で

ある9)。具体的には、妊娠 ・出産機能という男性 とは異

なる肉体的条件を持つ女性が、そのことによって個人と

しての尊厳を傷つけられた り、生 き方の自由を制限され

ることがないように社会的に保障 してい くことを意味 し

ている。

　女性の身体には、妊娠 ・出産のための仕組みが備わっ

ているため、生涯にわたって男性 とは異なる様 々な問題

に直面する可能性が高い。 とくに妊娠 ・出産は、女性の

心身に大きな負担 をかけるだけでな く、出産後の女性の

人生を左右する重大な出来事であるため、特別な配慮や

支援が必要となる。 ところがこれまでは、女性であれば

結婚 して子どもを産むのが自然なこととされ、当事者で

ある女性の意思や心身の健康 にはあまり注意が払われて

こなかった。避妊や妊娠、不妊などに対する正 しい知識

や情報が不十分な上、男女の性に対する意識の違いも大

きいため、現在 も多 くの女性が望 まない妊娠や中絶 に

よって心身に痛手を負った り、子 どもを産 まないことや

産めないことに対する偏見やプレッシャーに苦しめられ

ている。また、思春期や更年期の心身の変調 に悩んでい

る女性 も多い。

　 これらの問題に対 しては、妊娠 ・出産に関する保健 ・

医療体制の整備および思春期や更年期の健康 に対する支

援体制の整備など、保健 ・医療分野での取 り組みが進ん

でいるが、社会福祉の面からの対応 も求められている。

先にも紹介 したように婦人相談所 を始め社会福祉の現場

には、未婚で妊娠 して行 き場を失った女性、男性 との性

的 トラブルを抱えて悩む女性、更年期の心身の不調や夫

との性的不一致による精神的ス トレスを訴 える女性な

ど、性 ・妊娠 ・セクシュアリティをめ ぐる問題を抱えた

多数の女性か ら相談が寄せ られている。こうした問題は、

単に医学や健康上の問題 として対処するだけでは十分で

はなく、まさに女性であるが故に直面する女性問題 とし

てとらえ、社会福祉の面から女性のライフサイクルを視

野に入れた総合的かつ長期的な支援が必要である。

　例えば、「女性福祉法」 を考 える会が全国の婦人相談

員約100人 を対象に行 ったアンケー ト調査 には、実際に対

応に困ったケースとして、①夫からの暴力で母子同伴で

緊急一時保護を求めてきたが、子 どもが男子で中学生で

あったため、母親と子 どもを分離 して保護 しなければな

らなかった。②18歳 未満の女性が、未婚妊娠や性に係わ

る問題 を抱 えて保護を求めて きたが、児童福祉法 と婦人

保護 とどちらで対応するかで、担当者間でもめた。③高

齢女性が、息子夫婦から暴力を受け保護 を求めてきたが、

老人福祉法 も適用 で きず、一時保護後の行 き場がな く

なってしまった。など多数の事例が報告 されている。7）

3.新 たな女性問題への対応の必要性

　上記のことに加 えて、現行 の社会福祉の諸制度では、

新 しく提起 されている女性問題に対応することができな

い。新たな女性問題 とは、1995年 に開催 された 「第4回

北京世界女性会議」で採択 された 『北京宣言および行動

綱領」の中で、「女性の人権の確立」のための緊急課題

と位置づけられた 「女性 に対する暴力の根絶」 と 「リプ

ロダクティブ ・ヘルス/ラ イツ(性 と生殖 に関する健康

と権利)の 保障」 に関する問題である。

(1)女 性 に対する暴力への対応

　女性に対する暴力 とは、「公的生活で起 きるか私的生活

で起 きるかを問わず、性別に基づ く暴力であって、女性

に対 して肉体的、性的、心理的な障害や苦 しみをもた ら

す行為やその ような行為 を行うという脅迫等をいい、性

犯罪、売買春、、 ドメステ ィック ・バ イオ レンス、セク

シュアル ・ハラスメントを含む8)」 と定義 され、非常に

広い範囲の暴力 を含む。いずれも女性に恐怖 と不安 を与

え、 自信 を失わせ、人間としての尊厳 を傷つけ、最 も深

い ところで女性の生 き方の自由を奪 う最悪の人権侵害 と

いえる。にもかかわらず、これまでは一部の女性たちの

個人的な問題あるいは夫婦の間 のプライバシーにかかわ

る問題 として事実上放置 されてきた。先の 『北京行動綱

領』において各国政府が責任を持 って取 り組むべ きこと

が明記 されたことによって、 日本で も急速 に対応が進ん

でいる。

　 1997年 「改正男女雇用機会均等法」において事業者に

対するセクハラ防止義務が課せ られたのを始め、2000年

5月 には 「ス トーカー規制法」が、2001年10月 には 「配

偶者か らの暴力の防止及 び被害者の保護 に関する法律

(DV防 止法)」 が施行 された。　DV防 止法においては、

暴力被害女性の相談 ・援助機関 として婦人相談所が位置

づけ られてお り、婦人保護事業が重要な役割 を担 うこと

とされている。 これまで刑事特別法である売春防止法に

基づ く事業であるために社会福祉の中で特別視されてい
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(3)女 性問題に対応する新たな領域の必要性

　以上のように、社会福祉 には広範で多様な女性問題へ

の対応が求め られてお り、現行の社会福祉の諸制度では

もはや適切 に対応で きないことは明白である。既存の諸

分野における女性 に関係する施策や事業を整理 ・統合す

るとともに新たに必要 とされるものを加えて、女性問題

解決の視点に立って包括的、専門的に相談 ・援助活動 を

行う体制 を整えることが必要である。そのような部門な

い し領域 を、女性問題を対象 とする分野という意味で、

「女性福祉」 と称 してはどうか と考えている。ただし、

私が考える 「女性福祉」は、従来の児童 ・老人 ・障害者

などの利用者(対 象者)別 ないし属性別分野 としてでは

なく、女性問題に総合的に対応する分野として位置づけ

特立 しようとするものである。ジェンダーの視点による

社会福祉の再構築をめざすアプローチにおいても、現実

に生 じている個別具体的な問題(実 態)に 即 してその解

決に必要な支援策を考え、創 り出してい くというプロセ

スが不可欠であ り、そ うした新たな制度や事業 を創設 し

てい く場 としても女性福祉 という領域が必要である。 こ

のように、現実に生 じている個別具体的な問題 に対応 し

つつ社会福祉全体の見直 しを進めてい くという、2つ の

アプローチを同時並行的に進めてい く分野 として 「女性

福祉」 を特立すべ きであると考える。

Ⅳ「女性福祉」を特立する意義

　ところで、社会福祉の一分野 として 「女性福祉」を新

たに設けることに対 して、現在のところ明確に反対を表

明 している論者は見あたらない。 しかし、杉本は、い く

つかの論文 において、ジェンダーの視点で社会福祉を見

直すことは、従来の社会福祉 における女性問題について

の研究、実践の延長線上にあるものではないことを強調

するとともに、女性の問題 を特定の分野に閉じ込めるこ

とは、女性問題のゲ ットー化(周 辺化、孤立化)を 招 く

として、社会福祉の中に女性問題に関する専門分野を置

くことに対 して消極的な見解 を表明している10）。確かに、

女性問題 に対応する分野 として 「女性福祉」を特立する

ことによってい くつかのデメリットが生 じることが懸念

される。例 えば、①女性だけに関わる分野 として特定 さ

れて しまい他の分野へ の影響力 を持 てないのではない

か。②女性全体 を社会福祉の対象者と想定することで、

逆に女性 を社会的弱者 とする見方 を固定化 し、女性差別

を容認することになってしまうのではないか。③女性福

祉 という名称を掲げることで男性の実践者や研究者が参

入 しに くくなるのではないか。などである。

　 しかし、これらの懸念は、ジェンダーの視点による社

会福祉の見直 し作業 と女性福祉 を構築するための作業

を、相互関連的に同時並行で進めてい くことによって解

消で きると考 える。以下、それぞれの問題点に即 して

「女性福祉」 を特立する意義について述べる。

1.女 性問題を見える存在 にする

　 まず第一の問題 については、女性福祉 という分野を設

ける ことによって、逆 にこれまで社会福祉の中でゲ ッ

トー化 されてきた女性問題 を、社会福祉が対応すべ き重

要な問題 として位置づける効果が期待できるのではない

だろうか。先にも指摘 したように、女性差別的な社会構

造から生み出されている女性問題は、社会のあらゆる分

野に存在すると同時に、障害児 ・者の女性、高齢者の中

の女性、児童の中の女児等々、社会福祉のすべての分野・

領域に通底 している問題である。 しか し、これまでの社

会福祉 においては、性別 を問わず男女共通の制度を設け

て対応することが男女平等であるとみなし、女性問題 を

母子 ・寡婦福祉 と婦人保護事業 という特定の女性たちの

問題に限定することによって矮小化、周辺化 して きた。

性別 を問わないことは、一見男女平等であるかのように

見えるが、 しかし、現実の社会が女性差別社会すなわち

男性中心社会であることを考えれば、現にある差別を見

えな くしてしまう効果を持つ。それだけではな く、女性

が抱えている現実の問題に適切に対処できないとい う重

大な問題を引 き起 こす。性別を問わないことは、暗黙に

男性の視点に立 って男性から見て必要とみなされる対応

がなされることを意味 してお り、必ず しも実際に問題を

抱えた女性が真に必要 とする支援体制 にはなっていない

可能性が大 きい。現実にそのような状況にあることは、

前項で明らかにしたとお りである。

　杉本 も指摘 しているように、ジェンダーの視点で社会

福祉を見直すことによる効果の第一点は、これまで隠 さ

れ、ないことにされてきた女性問題 を見 えるようにする

こと、問題 として顕在化 させることである。その意味で

も女性福祉 という分野を設けることは、女性問題 を社会

福祉が扱うべ き重要な問題 として位置づける効果を持つ

と思われる。

　 さらに、現実 に女性たちが抱えている女性問題 に適切

に対応するためにも 「女性福祉」 と看板 を掲げることが

必要である。 これまで中立とみなされていた様々な対応

や諸制度が、実は男性の視点に立つものであったとい う

認識に基づいて、今後は、女性の視点から性に中立な政

策や制度への改変および創設をめざすことを明示するた

めに、あえて 「女性」 と名乗ることが不可欠であると考

える。

2.真 の男女平等社会実現までの過渡的戦略

　また、二点 目の女性全体を社会的弱者 とみる見方を固
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る社会福祉の見直 し・再構築。 という2つ の面から研究、

実践に取 り組むための拠点 とする。

2.女 性福祉の基本的目標

　上記の2つ のアプローチを同時並行的に進めていくに

あたっての、両者に共通する基本的な目標ない し視点 と

して次の3点 を掲げる。

(1)女 性の人権保障

　「女性福祉」がめざすべ き目標は、まず第 一に女性の人

権保障である。すなわち、女性が生涯 にわたって個人 と

して、自分の意思に基づいて自立 して生きてい くことが

できるように支援するとともに、社会的支援体制を整備

することである。

　具体的にいえば、女性 たちが抱える様々な問題 を、女

性差別的な社会構造が原因で生 じている女性問題 として

捉え、女性が個人 として自立 して生 きていけるように、

社会福祉の面か ら、解決のための精神的、物質的支援を

行 う(＝ 個別的支援活動)と ともに、支援のために必要

な制度や事業を創設す る(＝ 社会的支援体制の整備)こ

とである。

　ただ し、ここでいう自立 とは、経済的自立にとどまら

ず、自信 を持って自分の生き方を決めること(自 己決定)

ができ、満足感を持って生 きていける状態になることを

意味する。

(2)女 性と他者(子 ども、高齢者、障害者)の 人権の

同時保障

　 「女性福祉」の目標の第二は、これまで女性の人権 と ト

レー ド・オフ(二 律背反)の 関係 におかれていた、子ど

も、高齢者、障害者など自力で生活するのが困難な人々

の人権 を保障し、女性の人権 と両立で きるように支援す

るとともに、社会的支援体制の整備 をめざす ことである。

　 これまで、女性の自立を阻んで きた最も大 きな要因は、

子 ども、高齢者、障害者など自力で生活することが難 し

い人々の世話が、女性だけに任 されて きたことである。

そのために多 くの女性が、自分 自身の自立 とのジレンマ

に苦 しむとともに、その一方で、世話をされる立場の人々

の生 き方や行動 も制限 されてきた。つまり、これまでは、

女性 と子ども、高齢者、障害者が、「母性愛神話」や 「家

族愛神話」などの強力なジェンダーの もとに、互いの自

立を制限 しあう関係 におかれてきたと言えるのである。

　女性が、個人として自立 して生 きることが、子 どもや

高齢者、障害者に不利益をもたらした り彼 らの幸せを奪

うことになるのでは、本当の意味で女性 も幸せな生涯を

送 ることはで きない。女性の人権保障をめ ざす 「女性福

祉」であるからこそ、どうしたら女性 と子ども、高齢者、

定化 し、結果的に女性差別を容認 して しまうのではない

かという懸念については、女性問題の解決＝ 真の男女平

等社会の実現に至 るまでの戦略 として段階的にとらえる

ことが必要と考える。解決への取 り組みが進んでいると

はいえ現状 においては、全体的な層 ないし集団としての

女性が差別 され不利な状態に置かれているのは事実で

あって、男女が性別に関わらず個人として自由に生 きる

ことができる真の男女平等 を実現するためには、まず、

層 ない し集団としての男性 と女性の、地位 と権利の平等

を実現 し、性別による社会的条件の格差をな くすことが

先決である。それが達成された上で、始めて男女 ともに

個人 としての 自由な生 き方の選択 が可能になるのであ

る。男女の平等が実現 されていない段階で、性別を無視

することは、依然 として存在する女性問題をすでに解決

済みのように錯覚 させ、結果的に放置 ・温存 して しまう

ことになるおそれが大きいことを強調 しておきたい。

3.ジ ェンダーの視点による実践、研究の足場、拠点

　 さらに、女性福祉 という名称が男性排除 という印象 を

与え、男性が参入 しにくいのではないかという懸念につ

いては、現に女性福祉の構築 をめ ざしている男性の若手

研究者がいることをみて も杞憂 にとどまるのではないだ

ろうか。

　男性 には、現在の取 り組みの出発点が、女性差別≒女

性問題の解決 にあることをしっか り認識 した上で、研究

や実践 に参加 してもらわなければならない。その意味で

も 「女性福祉」 という名称にこだわることが必要である

と考 える。

　 また、「女性福祉」を特立することによって、ジェンダー

の視点を持つ研究者や実践者に社会福祉の中に足場ない

し拠 り所を提供することができる。現在のところ、ジェ

ンダーの視点で社会福祉の実践や研究に取 り組む人々は

少数派であり孤立 しがちである。互いに連携 ・協力で き

る足場、拠 り所が必要であ り、分野 としての 「女性福祉」

にはそのような役割 も期待できる と思われる。

おわ りに 女性福祉の課題

　最後 に、これまで考察 してきたことのまとめをかねて、

現在の時点で私が考える 「女性福祉」の位置づけと基本

的な目標 を提示 して、本稿 を終えることにしたい。

1.女 性福祉の性格と位置づけ

　 まず、女性福祉の性格 と位置づけについては、ジェン

ダーの視点で女性問題に対応する社会福祉の一分野 とし

て位置づけ、① 問題 を抱えた女性に対するジェンダーの

視点に基づ く相談 ・援助活動。②ジェンダーの視点によ
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3)井 上摩耶子「社会福祉 とフェミニズム思想」　 大塚達

　雄他編『社会福祉実践の思想』　 ミネルヴァ書房　1989

　　p.244～256

4)杉 本貴代栄『女性化する福祉社会』　頸草書房　 1997

　　p.3～13

5)須 藤八千代「福祉事務所 とフェ ミニス ト実践」 杉本

　貴代栄編著　『社会福祉の中のジェンダー』ミネルヴァ

　書房　1996　 p.22

6)杉 本貴代栄編著 『社会福祉 とジェンダー ・エシック

　ス』　 ミネルヴァ書房　2000

7)「 女性福祉法」 を考 える会 『アンケー ト<女 性相談

　員の声〉―利用者の立場 に立った女性福祉 を求めて―

　報告書』　　 1997

8)内 閣府編 『平成13年 版男女共同参画白書』財務省印

　刷局　2001　 p.62

9)青 山温子他 『開発 と健康― ジェンダーの視点か ら』

　ゆうひ閣選書　2001　 p.137

10)前 掲 『女性化する福祉社会』p.14～15
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障害者それぞれの思いが同時 に同じように大切にされ、

それぞれが 自分 らしく幸せに生きることがで きるか(女

性 と他者の人権の同時保障)を 考え、そのために必要な

社会的な支援体制の整備をめざさなければならないので

ある。それは、「女性福祉」にしかできないことであ り、

「女性福祉」が取 り組 むべ き最 も重要 な課題である と

いっても過言ではない。

(3)す べての人々の人権保障

　上記(1)(2)の 実現 をめ ざす 「女性福祉」の最終

的な目標は、性別や年齢、障害の有無などにかかわらず、

誰 もが個人 として尊重され、自分の意思に基づいて 自分

らしく生 きることがで きるように支援するとともに、そ

のような社会的な支援体制 を整備することである。それ

は、言い換 えれば、すべての人々の人権が保障される社

会の実現 をめざす ことである。「女性福祉」の最優先課

題は、女性の人権保障であ り、次いで子ども、高齢者、

障害者などいわゆる社会的弱者 といわれる人々の人権保

障であるが、最終的には男性 も含むすべての人々の人権

保障が 目標 となる。

　女性問題解決の取 り組みが進む中で、男性 も女性に比

べて優位 な立場 にあるとはいえ、必ず しも個人として自

立 した生 き方を して きたわけで もな く、人間的に豊かで

幸せな生 き方を して きたとも言えないことが明らかにさ

れてきた。現在では、多 くの男性が、男 らしく生 きるこ

とに困難や限界 を感 じ始めている。結局のところ、女性

を差別する社会は、女性にとって生 きづ らいだけでなく、

男性にとっても決して幸せな社会ではありえないのである。

　こうして、「女性福祉」の最終 目標 は、性別や年齢、

障害の有無などによって人を差別 した り生 き方を束縛 ・

制限す ることがなく、どの ような条件や状態にあろうと、

すべての人をかけがえのない個人として大切 にし、その

人 らしく生 きることを可能にするような社会の実現 をめ

ざす こととなる。それは、本稿の始めで述べた、女性問

題解決の取 り組みがめざす真の男女平等社会の実現にほ

かならないのである。

(受 理 日:平 成14年10月31日)
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